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九州国立博物館 

平成２５年１２月 



競 争 加 入 者 心 得                                    

 

（ 趣 旨 ） 

第１ 九州国立博物館で発注する契約に係る一般競争及び指名競争を行う場合における入札その他

の取扱いについては、独立行政法人国立文化財機構会計規程、契約事務取扱細則及びその他の

法令に定めるもののほか、この心得の定めるところによるものとする。 

（ 競争加入者の資格 ） 

第２ 一般競争又は指名競争に参加しようとする者（以下「競争加入者」という。）は、未成年者・

被保佐人又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者を除き当該契約を

締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び分任契約担当役が一般競争に参加さ

せないとした者に該当しない者であって、分任契約担当役が競争に付するつど別に定める資格

を有する者であること。 

（ 事前に準備する書類 ） 

第３  入札に参加しようとする者は、次の書類等を平成２５年１２月 ９日（月）１７時００分ま

でに提出すること。 

 １．国の競争参加資格審査結果通知書（写）１部 

 ２．課税・免税業者証明書 １部 

 ３．参考見積書 １部 

 ４．労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第５条

第１項の許可を受けている者であることまたは第１６条第１項に規定する特定労働者派遣事

業の届出を行っている者であることを証する書類（写） １部 

 ５．プライバシーマーク又はIＳＭＳ認証を取得していることを証する書類（写） １部 

（ 入 札 ） 

第４ 競争加入者は、図面、仕様書等を熟覧の上、入札しなければならない。この場合において、

図面、仕様書等について疑義があるときは、関係職員に説明を求めることができる。 

  入札金額は１時間あたりの単価を記載すること。落札決定に当たっては､入札書に記載された 

 単価金額に当該金額の５％に相当する額を加算した金額が落札価格となるので､入札者は見積 

 もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

第５ 競争加入者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）

等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 競争加入者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の競争加入者と入札金額又は入札

意志についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければならない。 

３ 競争加入者は、落札者の決定前に、他の競争加入者に対して入札金額を意図的に開示してはな

らない。 

（ 入札辞退 ） 

第６ 指名競争に参加する者として指名された者のうち、入札を辞退しようとする者は、別紙第１

号様式による入札辞退書を入札書の提出期限までに分任契約担当役に提出することにより、入

札を辞退することができる。 

（ 代理人 ） 

第７ 競争加入者又はその代理人は、当該入札に参加する他の競争加入者の代理人となることはで

きない。 

第８ 競争加入者は、未成年者・被保佐人又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得

ている者を除き、当該契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び分任契

約担当役が一般競争に参加させないとした者を競争加入者の代理人とすることはできない。 

（ 入札場の自由入退場の禁止 ） 



第９ 入札場には、競争加入者又はその代理人並びに入札執行事務に関係のある職員（以下「入札

関係職員」という。）及び第21の立会い職員以外の者は入場することができない。 

第10 競争加入者又はその代理人は、入札開始時刻以後においては、入札場に入場することができ

ない。 

第11 競争加入者又はその代理人は、入札場に入場しようとするときは、入札関係職員に一般競争

（指名競争）参加資格認定通知書（一般競争入札の場合に限るものとし、写真機、複写機等を

使用した機械的な方法によるほぼ原寸大の鮮明な複写物によることができる。）及び身分証明

書並びに代理人をして入札させる場合においては入札権限に関する別紙第２号様式による委

任状を提示又は提出しなければならない。 

第12 競争加入者又はその代理人は、分任契約担当役が特にやむを得ない事情があると認めた場合

のほか、入札場を退場することができない。 

第13 入札場において、公正な執行を妨げ、又は妨げようとした者は、入札場から退去させるもの

とする。 

第14 入札場において、公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために連合した者は、入札場か

ら退去させるものとする。 

（ 入札書の提出 ） 

第15 競争加入者は、別紙第３号様式による入札書を作成し、当該入札書を封書に入れ密封し、か

つ、その封皮に競争加入者の氏名（法人にあっては、その名称又は商号）及び 件名を表記し、

入札公告又は指名通知に示した日時までに、その入札執行場所に提出しなければならない。 

（  代理人による入札  ） 

第16  代理人が入札する場合は、入札書に競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を記載して押

印しておかなければならない。 

（ 入札書の記載事項の訂正 ） 

第17 競争加入者又はその代理人は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分について

押印しておかなければならない。 

（ 入札書の引換え等の禁止 ） 

第18 競争加入者は、その提出した入札書の引換え、変更、取消しをすることができない。 

（ 競争入札の延期又は廃止 ） 

第19 分任契約担当役は、競争加入者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札を公正

に執行できない状況にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを廃止することがで

きる。 

（ 無効の入札 ） 

第20 次の各号の一に該当する入札書は、これを無効のものとして処理する。 

  １．一般競争の場合において、公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者の提出し

た入札書 

  ２．指名競争の場合において、指名をしていない者の提出した入札書 

  ３．件名の表示、入札金額の記載のない入札書 

  ４．競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）の記載及び

押印のない又は判然としない入札書 

  ５．代理人が入札する場合における競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号

及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名の記載及び押印のない

又は判然としない入札書（記載のない又は判然としない事項が競争加入者本人の氏名（法人の

場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示であることの表示

である場合には、正当な代理であることが代理委任状その他で確認されたものを除く。） 

  ６．請負に付される件名の表示に重大な誤りのある入札書 



  ７．入札金額の記載が不明確な入札書 

  ８．入札金額を訂正したものでその訂正について印の押してない入札書 

  ９．入札公告、公示又は指名通知において示した入札書の受領最終日時までに到達しなかった

入札書 

 １０．公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために明らかに連合したと認められる者の提出

した入札書 

 １１．その他入札に関する条件に違反した入札書 

（ 開 札 ） 

第21 開札は、競争加入者又はその代理人が出席して行うものとする。この場合において、競争加

入者が立ち会わないときは、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせてこれを行う。 

（ 落札者の決定 ） 

第22 有効な入札書を提出した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込み

をした者を契約の相手とする。 

第23 予定価格が1,000万円を超えるものについて、契約の相手方となるべき者の申込みに係る価

格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めら

れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格を

もって申込みをした者を契約の相手方とすることがある。 

この場合において、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる申

込みをした者は、分任契約担当役の行う調査に協力しなければならない。 

第24 予定価格が1,000万円を超えるものについて、契約の相手方となるべき者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもっ

て申込みをした者を契約の相手方とすることができる。 

第25 第23及び第24により契約の相手を決定したときは、他の入札者に入札結果を通知する。 

（ 再度入札 ） 

第26 開札をした場合において、競争加入者の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がな

いときは、再度の入札を行うことがある。 

（ 同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定 ） 

第27 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを

引かせて落札者を決定する。この場合において、当該入札者のうち出席しない者又はくじを引

かない者があるときは、入札執行事務に関係のない職員にこれに代わってくじを引かせ、落札

者を決定する。 

（ 契約書の作成 ） 

第28 契約書を作成する場合においては、落札者は、分任契約担当役から交付された契約書案に記

名押印し、落札決定の日から７日以内（落札者が遠隔地にある等特別の事情があるときは、分

任契約担当役が合理的と認める期間）に契約書の取りかわしを行うものとする。 

第29 落札者が第28に定める期間内に契約書を提出しないときは落札の決定を取り消すものとす

る。 

（ 請書等の提出 ） 

第30  契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、第28に定める期間内に請書その他こ

れに準ずる書面を分任契約担当役に提出しなければならない。ただし、分任契約担当役がその

必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。 

（ 異議の申し立て ） 

第31 入札をした者は、入札後、この心得、図面、仕様書等についての不知又は不明を理由として

異議を申し立てることはできない。 



第１号様式 

 

 

入 札 辞 退 書                            

 

 

 （件名又は供給物品名） 

 

「九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式」 

 

 このたび、上記の件については、都合により入札を辞退いたします。 

 

 

 

 平成   年   月  日 

 

 

九州国立博物館 御中 

 

       競争加入者 

        (住 所) 

 

 

        (氏 名)                印 

 

 

         



第２－１号様式 

（競争加入者から代理人への特定の入札案件に関する委任） 

 

委 任 状 
 

平成  年  月  日 

 

九州国立博物館  御中 

 

委任者（競争加入者）住 所 

          氏 名              印 

 

私は、平成２５年１２月１３日九州国立博物館において行われる 

 

「九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式」 

 

の一般競争入札に関して下記の者を代理人と定め、貴館との間における下記の一切の権限を委任し

ます。 

 

記 

 

受任者（代理人） 

 

委任事項  １．入札及び見積に関する件 

      ２．契約締結に関する件 

      ３．入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

      ４．契約物品の納品及び取り下げ並びに請負の履行、完了、完成に関する件 

      ５．契約代金の請求及び受領に関する件 

      ６．復代理人の選任に関する件 

      ７．各種証明書の発行に関する件 

      ８．その他契約に関する一切の件 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 



第２－２号様式 

（競争加入者から代理人への期間を指定しての委任） 

委 任 状 
 

平成  年  月  日 

 

九州国立博物館  御中 

 

委任者（競争加入者）住 所 

          氏 名              印 

 

 

私は、下記の者を代理人と定め、貴館との間における下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

受任者（代理人） 

 

委任事項  １．入札及び見積に関する件 

      ２．契約締結に関する件 

      ３．入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

      ４．契約物品の納品及び取り下げ並びに請負の履行、完了、完成に関する件 

      ５．契約代金の請求及び受領に関する件 

      ６．復代理人の選任に関する件 

      ７．各種証明書の発行に関する件 

      ８．その他契約に関する一切の件 

 

委任期間  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２－３号様式 

（競争加入者から代理人への委任、 

特定の入札案件の入札に関する事柄に限る） 

委 任 状 
 

平成  年  月  日 

 

九州国立博物館  御中 

 

委任者（競争加入者）住 所 

          氏 名              印 

 

 

 

私は、             を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

平成２５年１２月１３日九州国立博物館において行われる 

 

「九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式」 

 

の一般競争入札に関する件 

 

 

 

 

 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２－４号様式 

（代理人から復代理人への委任 

特定の入札案件の入札に関する事柄に限る） 

 

委 任 状 
 

平成  年  月  日 

 

九州国立博物館  御中 

 

委任者（競争加入者の代理人）住 所 

 

          氏 名              印 

 

 

私は、             を               （競争加入者）の復代理人

と定め、下記の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

平成２５年１２月１３日九州国立博物館において行われる 

 

「九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式」 

 

の一般競争入札に関する件 

 

 

 

 

 

 

受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式 

 

入 札 書                          

 

 

（件名又は供給物品名） 

 

「九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式」 

 

  入札金額 

                金              円也 

            

 

 独立行政法人国立文化財機構契約事務取扱細則を熟知し、仕様書に従って上記を（実施又は供給）

するものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

 

 

平成   年   月  日 

 

九州国立博物館 御中 

 

 

        競争加入者 

        （住 所） 

 

 

        （氏 名）                 印 

 

 

 

備考 

（１） 競争加入者の氏名欄は、法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名を記載する

こと。 

（２） 代理人が入札するときは、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名称又

は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を記載し、

かつ、代理人使用印鑑を押印すること。 



 

 

仕 様 書 

 

１．件名 

  九州国立博物館 博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣 一式 

 

２．目的 

  本仕様書は、九州国立博物館博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣につい

て一般的事項を規定するものである。 

 

３．派遣先事業所の名称等 

  事業所の名称・就業場所 九州国立博物館 

  所在地         福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

  派遣職員の人員     １名 

 

４．業務内容 

博物館科学課における下記事務業務とする。 

［調達事務］ 

関係書類の徴収、会計システムを用いた購入依頼書等作成、帳票の打ち出し、当該書

類の整理保存。また、当該業務に係る電話対応も行う。 

［経理事務］ 

出張関係書類作成、招へい研究員に係る派遣依頼書類作成及び当該書類の整理保存。

また、当該業務に係る電話対応も行う。 

［その他］ 

博物館科学課職員の出勤簿管理、特別展に係る招待券、図録等の管理。 

 

５ ． 業 務 の 種 別  

  自 由 化 業 務 に 該 当 。  

 

６．依頼する業務と必要とする技能、経験知識等 

    電子計算機及びパソコンの操作知識を有し、一般的な会計事務の経験を１年以上有す

ること。 

【使用するソフトウェア】Word、Excel、PowerPoint 

    

７．就業時間等 

 (1)就業日 

   原則として、平成２６年１月６日から平成２７年２月２０日までの期間中の、土・

日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始（平成２６年１２月２

９日から平成２７年１月３日）を除く日を就業日とする。ただし、土・日曜日、国

民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始に勤務を命じることがある。なお、

就業日以外の日を就業日としたときは、振替休日を認める場合もある。 

  (2)２７５日（予定） 

 (3)就業時間 

   別紙に特に記載するものを除き、９時３０分から１７時３０分まで（実労時間７時

間００分、休憩時間１２時００分から１３時００分まで）とする。 

 (4)労働基準法第３６条に基づき、派遣元が管轄する労働基準監督署に届出た協定内に

おいて、就業時間を延長することがある。 

 

 



 

 

８．特記事項 

 (1)派遣労働者は、派遣先より貸与された名札を常時着用するものとする。 

  (2)業務全般を交代することとなった場合においては、前任者の責任において後任者へ

の業務の引継ぎを行うものとする。 

 (3)業務遂行中にトラブルが発生した場合は、速やかに派遣先に報告し、その指示に従

うものとする。 

 (4)本仕様書における業務内容については、契約期間内に変更することがある。  

 

９．派遣労働者は、心身ともに健康な状態で、厳正な規則を保ち、かつ礼儀正しい態度で

業務に従事しなければならない。 

 

10．代金の支払方法 

  代金は月１回に支払うものとし、毎月末日に就業時間を締切り、就業時間に単価を乗

じて得た派遣代金の請求書を九州国立博物館総務課財務係に送付するものとする。ま

た、派遣元からの適正な請求書を受理した日から６０日以内に支払うものとする。 

 

11．契約保証金 

  契約保証金は、免除する。 

 

12．契約細目 

  この契約についての必要な細目は、独立行政法人国立文化財機構契約事務取扱細則に

よるものとする。 

 

13．一般契約事項 

  派遣元事業主は、派遣労働者に対し労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害補償法、

健康保険法、雇用保険法等の法令並びに規則に定められた事業又は雇用主としての責

任を負うものとする。 

 

14．その他 

  この仕様書に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、派遣先と派

遣元事業主間において協議して定めるものとする。 

 

15. 留意事項 

 (1)派遣元事業主は、本仕様書に基づき業務を確実に履行するものとする。 

 (2)派遣元事業主は、本業務を第三者に再委託してはならない。ただし、派遣先が特に

必要と認め承諾をした場合は、その承諾した業務に限り、第三者に委託することが

できる。 

  (3)派遣先は、この契約の履行のために必要があると認められるときは、派遣元事業主

の業務の実施状況等について業務の履行場所、派遣元事業主の事業所等を実地に調

査し、所要の報告を求めることがある。 

 (4)派遣元事業主は、業務上知り得た、発注者の機密事項は、絶対に第三者に漏らして

はならない。このことは、契約の解除及び期間満了後においても同様とする。 

 



１人につき１時間当たり 0.00 円 (うち消費税額及び地方消費税額0.00円)

　交通費は派遣金額に含まれるものとする。

別紙 仕様書のとおり

派遣先の事業所名

所　　 在　　 地

電　　　　　　話

代理命令者

 主任研究員　志賀　智史

　電話０９２－９１８－２８２０

平成２６年１月６日から平成２７年２月２０日（就業予定日数２７５日）

１名

１週５日

就 業 時 間

休 憩 時 間 等 休憩時間６０分とする。

時 間 外 労 働

１人につき１時間当たり 0.00円

＊　派遣金額の　１２５／１００ (うち消費税額及び地方消費税額 0.00円)

＊　派遣金額の　１３５／１００ (うち消費税額及び地方消費税額 0.00円)

１人につき１時間当たり 0.00円

＊　派遣金額の　１００／１００ (うち消費税額及び地方消費税額 0.00円)

１人につき１時間当たり 0.00円

＊　派遣金額の　１５０／１００ (うち消費税額及び地方消費税額 0.00円)

１人につき１時間当たり 0.00円

＊　派遣金額の　１５０／１００ (うち消費税額及び地方消費税額 0.00円)

紹介予定派遣には該当しない。

９時３０分から１７時３０分までとする。

　土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始
（12月29日から1月3日まで）を除く。
　ただし、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、
年末年始に勤務を命じることがある。
　なお、就業日以外の日を就業日としたときは、振替休日を認める場合
もある。

派遣先の指揮命令者

１日８時間の就業時間を超える場合

労働基準法第３６条に基づき、派遣元が管轄する労働基準監督署に届け出た協定内（１日１
５時間、月間４５時間、年間３６０時間以内）において、派遣先の都合により就業時間を延
長することがある。

派 遣 期 間 ただし、契約を更新する場合があり得る。契約の更新は、契約期間満了時の業務量・勤務成
績、態度・能力・従事している業務の進歩状況等により判断する。

深夜（１０時から翌朝５時まで）

　派遣先は派遣先が定める安全衛生諸規則について、派遣労働者に適用する。派遣元は労働安
全衛生法の規定による雇入れ時の安全衛生教育を行ったうえ、派遣先に派遣する。

派 遣 金 額

就 業 時 間 外 の
派 遣 金 額

　　課長　今津　　節夫

　　電話０９２－９１８－２８１９

 日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休
日及び年末年始（12月29日から1月3日まで）

派
遣
先
の
就
業
条
件
等

就 業 日

派 遣 人 員 数

労働者派遣個別契約書（就業場所及び就業条件等）

第１条 派遣労働者の派遣就業の条件その他労働者派遣法第２６条において、労働者派遣契約に定めるべきこととされ
ている事項は以下のとおりとする。

派 遣 労 働 者 か ら の
苦 情 の 処 理

派 遣 元

振替休日を認める場合における前項の就業日

　派遣労働者から苦情の申し出があった場合、派遣先、派遣元双方で連絡及び協議し、誠実に
対応するよう努める。

月６０時間を超える時間外労働分

派 遣 先

苦
情
の
申
し
出
先

　電話０９２－９１８－２８０５

１人につき１時間当たり 0.00円

紹 介 予 定 派 遣 に
関 す る 事 項

安 全 及 び 衛 生

派遣契約の中途解除の
場 合 の 措 置

　九州国立博物館総務課

　派遣契約を中途で解除する場合は、関係者が事実確認をし、その原因が派遣労働者にないと
きは、相当の猶予期間（３０日）をもって通知すると共に、派遣先、派遣元はその後の雇用の
安定に努める。

　　課長　阿　部　　勝

九州国立博物館

派遣先 分任契約担当役 独立行政法人国立文化財機構 九州国立博物館 館長 三輪 嘉六（以下「甲」とい
う。）と 派遣元 （以下「乙」という。）との間において、平成２５年 月 日付けで締結した労働者派遣基本
契約書第２条に基づき、労働者派遣個別契約を次のように定めるものとする。

事 項 名 九州国立博物館　博物館科学課における事務業務に係る労働者派遣　一式

業 務 内 容

派 遣 先 就 業 場 所  太宰府市石坂４丁目７番２号

 ０９２－９１８－２８０８

　九州国立博物館博物館科学課



（履行の通知及び検査）

（料金の算定）

（料金の支払）

（解除に関する事項）

（契約保証金、違約金に関する事項）

（談合等の不正行為による解除に対する賠償金）

２　前項の規定は、この契約による履行が完了した後においても適用するものとする。

（個人情報保護）

２　乙は、前項の規定に違反して甲に損害を与えたときは、その損害を甲に賠償しなければならない。

３  前２項の規定は、この契約が終了し又は解除された後も同様とする。

第９条　乙は、派遣の全部若しくはその一部を第三者に委任し又は請け負わせてはならない。

第12条　乙は、甲の求めがあった場合は、遅滞なく個人情報の取扱状況に関する報告を行わなければならない。

（適用基準）

第15条　この契約についての必要な細目は、独立行政法人国立文化財機構契約事務取扱細則によるものとする。

２ 前項の場合において、甲が調査するとき又は当該漏洩に起因して甲に対し訴訟が提起されたときは、乙は甲に協力
しなければならない。

　　課長　阿　部　　勝

　電話０９２－９１８－２８０５

第11条 乙は、この契約が終了し、又は解除されたときは、甲から提供され、又は自ら収集し、若しくは作成した個人
情報が記録された資料、媒体等を速やかに甲に返還しなければならない。ただし、甲が別に指示したときは、その指示
によるものとする。

２ 乙は、責任者等の選任に当たっては、必要な権限及び能力を有する者を選任しなければならず、責任者等を変更し
た場合には、速やかに甲に書面にて報告するものとする。

第14条 乙は、乙及び派遣労働者又は派遣されていた労働者の業務上知り得た個人情報が第三者に漏洩し、又はその恐
れがある場合は、直ちにその旨を甲に報告しなければならない。

２ 乙は、甲が個人情報の適正な取扱いの確認のため必要があるとして申し入れた場合は、個人情報の取扱状況に関す
る立入調査の実施を承諾し、遅滞なく誠実に協力しなければならない。

第13条 乙は、この契約に定める個人情報の保護に関する措置全般について責任を持って実施し、従業者を監督して実
施させる者として、責任者等を選任し、甲に書面にて報告するものとする。

第10条 乙は、甲の書面による承諾を得ずに、甲から提供された個人情報が記録された資料、媒体等を複写、複製、改
ざん、消去又は廃棄してはならない。

第６条 契約保証金は免除する。ただし、乙は、前条の規定により契約が解除されたときは、違約金として派遣金額に
就業予定時間数を乗じて得た金額の１０分の１に相当する額を甲に支払わなければならない。

第５条 甲は、乙がこの契約に関し談合等の不正行為をしたことにより、公正取引委員会の排除措置命令又は課徴金納
付命令が確定し、又は刑罰が科されたときは、契約を解除することができる。

第７条 乙は、第５条の規定に該当するときは、甲が契約を解除するか否かにかかわらず、その損害に係る賠償金とし
て派遣金額に就業予定時間数を乗じて得た金額の１０分の１に相当する額を甲に支払わなければならない。

第８条 乙及び派遣労働者又は派遣されていた労働者は、業務上知り得た個人情報を第三者に漏らし、又は他の目的に
利用してはならない。

第２条 乙は、履行の通知として毎月末日又は派遣の終了時に締切った派遣労働者毎の勤務表を甲に提出し、甲は、派
遣先管理台帳と照合し検査するものとする。

第３条 乙は、第２条に定めた検査済勤務表に基づき、第１条に規定する派遣金額にその月の就業時間内の就業時間数
(１５分単位、端数切捨)を乗じて得た金額と、同条に規定する就業時間外の派遣金額に当該時間数(１５分単位、端数
切捨)を乗じて得た金額を加算した派遣代金（円未満切捨）の請求書を、九州国立博物館総務課財務係に送付するもの
とする。

　派遣先は派遣労働者に対し、更衣室等の利用等福祉厚生の便宜供与に努める。

派 遣 先 責 任 者

第４条　派遣代金は乙の適正な請求書を受理したから６０日以内に支払うものとする。

　九州国立博物館総務課

福 祉 厚 生 に 関 す る
便 宜 供 与

派 遣 元 責 任 者



上記契約の成立を証するため、甲乙は次に記名し、印を押すものとする。

この契約書は２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。

平成２５年　　月　　日

甲 福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号

分任契約担当役

独立行政法人国立文化財機構

九州国立博物館

館長　三　輪　　嘉　六

乙

事業許可番号

許可年月日



労働者派遣基本契約書（案） 
 

 

派遣先 分任契約担当役 独立行政法人国立文化財機構 九州国立博物館 館長 三

輪 嘉六（以下「甲」という。）と派遣元（以下「乙」という。）は、乙の雇用する労働者を甲に派

遣し、甲の指揮命令を受けて甲の業務に従事させるにあたり、以下のとおり労働者派遣基本

契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条  乙は、乙の雇用する労働者（以下「派遣労働者」という。）を甲に派遣し、甲は派遣

労働者を指揮命令して甲の業務に従事させることを目的とする。 

 

（契約期間） 

第２条  本契約の有効期間は、契約日から別に定める「個別労働者派遣契約書」の派遣期

間の項に定める期間とする。 

 

（個別労働者派遣契約の締結） 

第３条  甲および乙は、労働者派遣の都度、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び

派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（以下「労働者派遣法」という。）第

二十六条に定める事項について、本契約に基づき個別労働者派遣契約（以下「派遣

契約」という。）を締結するものとする。 

 

（指揮命令者） 

第４条  甲は派遣労働者を直接指揮命令する指揮命令者を選任する。 

２  指揮命令者は派遣業務の遂行について派遣契約に定める事項を遵守して派遣労

働者を指揮命令し、契約外の業務に従事せしめないように留意する。 

３  甲は、指揮命令者が派遣労働者に対して行う指揮命令により生じた事項について

責任を負うものとする。 

 

（派遣先責任者・派遣元責任者） 

第５条  甲および乙は、自己が雇用する労働者の中から派遣先責任者及び派遣元責任者

を選任し、それぞれ労働者派遣法第三十六条および第四十一条に定める事項を行

わせなければならないものとする。  

 

（就業条件等） 

第６条  甲および乙は、労働者派遣法、職業安定法、労働基準法、男女雇用機会均等法

等の関係諸法令を遵守し、派遣労働者の安全、衛生の確保に努めなければならな

い。 

 

（業務上災害等） 

第７条  乙は、派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害および通勤災害については、派

遣労働者の請求により、乙が労働者災害補償保険法に定める申請手続きを行うもの

とする。 

２  甲は、乙の行う前項の手続きについて必要な協力をしなければならない。 

 

（金銭、有価証券の取り扱い） 

第８条  甲は、原則として派遣労働者に金銭、有価証券を取り扱わせないこととする。ただし、

甲の判断と責任においてこれを命じることは妨げない。 

 



（派遣労働者の選定） 

第９条  乙は、派遣契約に基づき派遣労働者を派遣するにあたっては、業務の遂行に十分

な資格、能力、技術、経験等を有する者を選定しなければならない。 

 

（派遣労働者の交代） 

第１０条 甲は、派遣労働者が業務の遂行にあたり不適任と認められる場合は、その理由を

示して乙に派遣労働者の交代を要求することができる。 

２  乙の事情により派遣労働者の交代を要する場合、甲に対し事前にその理由を通知

し、甲の承諾を得て派遣労働者を交代することができる。 

 

（二重派遣の禁止） 

第１１条 乙は、他の労働者派遣事業者から派遣を受けた派遣労働者を甲に再派遣してはな

らない。 

２  甲は、乙から派遣を受けた派遣労働者を第三者に対して再派遣してはならない。 

 

（派遣料金） 

第１２条 甲は、労働者派遣の対価として、乙に対し派遣契約に定めた派遣料金を支払うもの

とする。 

２  経済変動、諸経費の変動等により派遣料金を改定する必要が生じたときは、甲乙

協議の上改定することができる。 

 

（派遣料金の支払方法） 

第１３条 乙は、毎月末に甲による派遣労働者勤務の確認を受けた後、当該月分の派遣料

金請求書を九州国立博物館総務課財務係（契約担当）に送付すべきものとする。 

２  甲は、適法な請求書を受理した日から起算して６０日以内に代金を支払うものとす

る。 

 

（損害補償） 

第１４条 乙は派遣労働者が派遣業務の遂行に伴い、その責に帰すべき事由により甲又は第

三者に損害を与えた場合は、甲と協議の上、誠意をもって解決にあたるものとする。 

 

（機密保持） 

第１５条 乙は、派遣業務の遂行にあたり知り得た甲及びその他関係先の機密に関する事項

を、漏洩又は他の目的に使用してはならない。 

２  乙は、派遣労働者に対し、前項の義務を遵守させなければならないものとする。 

 

（個人情報保護） 

第１６条 甲および乙は、派遣業務の遂行に伴い知り得た個人情報を、正当な理由なく他に

開示又は漏洩してはならない。 

 

（苦情処理） 

第１７条 甲は、派遣労働者から苦情を受けた場合には、速やかにその状況等を乙に通知す

ることとする。 

２  乙は、前項の通知を受けた場合には、迅速かつ適切な処理を図るものとし、甲乙は

協力して苦情の解決にあたるものとする。 

 

（契約の解除） 

第１８条 甲または乙において、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、何ら催告を

要することなく本契約の全部または一部を解除することができる。 

（１） 本契約に定める義務の履行を怠り、相当の期間を定めた履行の催告にもかかわら



ず、その期間内にこれを是正しないとき。 

（２） 関係法令に違反したとき。 

（３） 背信的行為があったとき。 

 

（派遣契約の解除） 

第１９条 甲および乙は、自己のやむを得ない事情により派遣契約の中途解除を行う場合に

は、予め契約終了期日の３０日前までに文書で相手方に通知することにより、残余の

派遣契約期間の全部または一部を解除することができる。 

      ただし、甲の責に帰すべき事由により派遣契約の中途解除を行おうとする場合には、派

遣先が講ずべき措置に関する指針第２．６の規定（最終改正：平成２１年厚生労働省告示第

２４５号）に従い、甲乙協力して派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な措置を講ずる

ものとする。また、甲が当該派遣労働者の新たな就業機会を確保することができないときに

は、少なくとも乙に生じた損害である休業手当、解雇予告手当等の額以上の損害の賠償を

行うものとする。 

 

（談合等不正行為の処理） 

第２０条 甲は、乙が本契約に関して談合その他不正行為を行った場合には、別紙特約事項

「談合等の不正行為に係る違約金等」により処理するものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第２１条 本契約および派遣契約に関する訴訟の管轄裁判所は、福岡地方裁判所とする。 

 

（適用規程） 

第２２条 本契約についての必要な細目は、独立行政法人国立文化財機構契約事務取扱

細則によるものとする。 

 

（協議事項） 

第２３条 本契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、甲乙間におい

て、協議して定めるものとする。 

 

上記契約の成立を証するため，甲および乙は次に記名し，印を押すものとする。 

  この契約書は２通作成し，双方で各１通を所持するものとする。 

 

 

 

平成２５年  月  日 

 

                    

 甲  福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

                         分任契約担当役 

                           独立行政法人国立文化財機構 

 九州国立博物館館長   三 輪  嘉 六 

 

 

乙    
  



別紙特約事項 

 

 

「談合等の不正行為に係る違約金等」 

 

 

１． 乙は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約期間全体の支払総金額

の１０分の１に相当する金額を、違約金として甲が指定する期日までに支払わなければな

らない。 

一 乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は乙が構成員であ

る事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙

又は乙が構成員である事業者団体に対して、同法第４９条第１項に規定する排除措置

命令又は同法第５０条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令又は同法第６６条

第４項の審決が確定したとき。但し、乙が同法第１９条の規定に違反した場合であって

当該違反行為が同法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正

取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売の場合など甲に金銭的損害が生

じない行為として、乙がこれを証明し、その証明を甲が認めたときは、この限りではない。 

二 公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定に

よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

三 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定によ

る刑が確定したとき。 

 

２． 前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲

がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

３． 乙は、この契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速やかに、

当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

 



証  明    書 

 

 

 

 

 

        課税事業者 

   当社は、        であることを証明します。 

        免税事業者 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

                  住 所 

 

                  会社名 

 

                  代表者                 印 

 

 

 

  

 


